ＮＰＯ推進事業発注ガイドライン

１　目的

　このガイドラインは、ＮＰＯが公共的なサービスの提供、多様なコミュニティビジネスの展開、さらには新たな雇用機会の創出など地域に根ざした活動により地域づくりの新しい担い手として期待されているところから、ＮＰＯと県とのパートナーシップの確立を目指し、県の事業のＮＰＯへの業務委託を推進するために、その発注手続の適正化を図るものである。

２　定義

　このガイドラインにおいて、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）「ＮＰＯ」とは、「宮城県の民間非営利活動を促進するための条例（以下「条例」という。）第２条第２項に定める「民間非営利活動団体」を指し、営利を目的とせずに社会的・公益的な活動を継続して行う団体をいう。

（２）「本来事業」とは、当該ＮＰＯの本来の社会的・公益的な目的を実現するための事業をいう。

（３）「収益事業」とは、その収益を本来事業の資金に充当することを目的とする事業をいう。

３　業務委託の発注区分

（１）ＮＰＯが収益事業として実施する場合は、一般企業と同様に既存の法令等に基づく発注システム（入札・契約制度）により取り扱うものとする。
（２）ＮＰＯが本来事業として、別に定める「ＮＰＯ推進事業選定基準」によりＮＰＯ活動を促進するモデル事業（以下「ＮＰＯ推進事業」という。）として選定された事業を実施する場合は、ＮＰＯの特質を考慮した発注条件（以下「ＮＰＯ推進事業発注システム」という。）により取り扱うことができるものとする。

４　ＮＰＯ推進事業の選定

　　平成１０年２月６日に設置したＮＰＯ活動促進庁内連絡調整会議（以下「連絡調整会議」という。）は、ＮＰＯと県とのパートナーシップ確立の観点から、次のとおり必要な調整を行う。
（１）連絡調整会議は、当初（補正）予算成立時に、各部局に対しＮＰＯ推進事業として選定を要望する事業について照会する。

（２）各部局は、ＮＰＯ推進事業として選定を要望する事業について、事業名・事業内容・委託期間等を記入した「ＮＰＯ推進事業選定要望書」を連絡調整会議に提出する。

（３）連絡調整会議は、別紙「ＮＰＯ推進事業の選定基準」によりＮＰＯ推進事業として選定した場合は、その旨を各部局に通知するものとする。

５　ＮＰＯ推進事業発注システム

　ＮＰＯ推進事業として選定された事業については、次に示す発注条件により、ＮＰＯに対して発注することができるものとする。また、これらの発注条件は、個別に選択できるものとする。

（１）ＮＰＯの特質を考慮した契約の実施

　ＮＰＯ推進事業の発注は、次の理由により、事前に業務企画提案書等の提出を受けることを基本とする。また、業務内容に応じて（２）①から③までに示す発注方法により、適切に実施すること。

	事前に業務企画提案書の提出を受ける理由

· ＮＰＯが、独自の活動目的と活動実績を有していること。

· ＮＰＯ推進事業は、ＮＰＯの主体性・個別性・先駆性など、ＮＰＯの特質を考慮して選
定された事業であること。

· ＮＰＯの当該業務に対する施行能力を確認する必要があること。


（２）発注方法

　発注方法は、次に示すなかから選択するものとする。

　なお、①から③までにおける随意契約の適用条項は、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号（性質又は目的）とする。

　

　①　業務内容からＮＰＯ間の価格競争が可能な場合（ＮＰＯによるサービスの提供など）

　　ア　発注者は、事業内容に関する基本仕様を示して公募し、業務執行の方法、体制等をまとめた業務執行計画書の提出を求める。

イ　業務執行計画書により、業務の施行が十分に可能と思われるＮＰＯを選考する

（「競争入札参加業者登録簿」に相当するもの）。
ウ　イで選ばれたＮＰＯに対して、詳細な仕様書を示して見積書を徴収し、価格競争により決定する。

　②　業務内容から特定１団体を選考し、契約する必要がある場合

　　（施策や事業の立案及び実施など）

　　ア　業務企画提案書をＮＰＯから広く公募し、プロポーザル方式により選定すること。

　　イ　選定に当たっては審査機関を設置するとともに、第三者を審査員に加えるなど、透明性の確保に配慮すること。

　  ウ  当該業務の履行方法や履行体制など、当該ＮＰＯの施行能力等も十分審査すること。

　

　③　当該業務を履行できるＮＰＯが特定１団体に限られている場合

　　ア　発注者は、事業内容に関する基本仕様を示し、ＮＰＯから履行内容・方法・体制等について企画提案書の提出を求め、施行能力等について十分審査すること。

　　イ　当該事業を実施できるＮＰＯは、特定の１団体であることを明確にすること。

（３）予定価格の事前公表

　　ＮＰＯ推進事業において、ＮＰＯから業務企画提案書の提出を受けた上でＮＰＯ間の価格競争を行う場合（５（２）①）においては、入札執行上必要があると特に執行者が判断するときは、予定価格を事前に公表することができるものとする。

　　なお、プロポーザル方式の場合（５（２）②）や、特定１団体から企画提案を受ける場合（５（２）③）には、事業費等を公表すること。

（４）契約保証金の免除

　　ＮＰＯ推進事業で契約金額が５００万円未満の契約については、ＮＰＯへの資金的な配慮により、契約保証金を免除することができること。

（５）前金払制度及び概算払制度の活用

　　ＮＰＯとの業務委託契約においては、ＮＰＯの資金的側面への配慮が必要な場合も多いことから、契約相手方の事情を十分把握し、前金払制度や概算払制度の活用による事業の円滑な執行を確保すること。

　①　前金払制度

　　前金払は、前金で支払をしなければ相手方の業務の履行の確保や契約等が困難な場合で、地方自治法施行令第１６３条に規定する経費について活用すること。

　　なお、委託費については、同条に規定されているので前金払は可能である。

	前金払手続きのポイント

· 前金払は、債務金額が確定されている事業について行うこと。

· 前金払は、前金払でなければ経費支出の目的を失ってしまうような経費や事業の円滑に

執行のために必要と認められる経費について支払うこと。

· １回目の前金払の金額は、債務金額の４０％を限度とすること。

· 前金払の回数に制限はないが、事業の円滑な実施を考慮し、適切に行うこと。


②　概算払制度

　概算払は、債務金額の確定を待っていては支出事務に支障が出るもの、あるいは支出の相手方の事業から事前に支払を行う必要のあるもので、地方自治方施行令第１６２条に規定する経費について活用すること。

　なお、委託費については、同条第６号の「普通地方公共団体の規則で定めるもの」を受け、宮城県財務規則第５５条第１項第１号で、「委託費」を規定しているので、概算払が可能である。

	概算払手続きのポイント

· 概算払は、債務金額が確定していない事業について行うこと。

· 概算払は、その性質上事業において必ず精算行為が必要であり、概算で支払った金額が

結果的に債務金額と同額であっても精算行為は必要であること。

· 清算の結果、返納させるべきものがある場合は、年度内に清算を行うことが原則である

ので、支出した科目に戻入処理を行うこと。


別紙　≪ＮＰＯ推進事業の選定基準≫

１　対象領域

　　ＮＰＯ推進事業として選考の対象とするのは、特定非営利活動促進法別表に定める活動に該当するものとする。

	①　保健、医療又は福祉の増進を図る活動

②　社会教育の推進を図る活動

③　まちづくりの推進を図る活動

④　学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

⑤　環境の保全を図る活動

⑥　災害救援活動

⑦　地域安全活動

⑧　人権の擁護又は平和の推進を図る活動

⑨　国際協力の活動
⑩　男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

⑪　子どもの健全育成を図る活動

⑫　情報化社会の発展を図る活動

⑬　科学技術の振興を図る活動

⑭　経済活動の活性化を図る活動

⑮　職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

⑯　消費者の保護を図る活動

⑰　前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言若しくは援助の
活動


２　選定基準

　次の要素を総合的に勘案し、ＮＰＯの特質である自主性・個別性・先駆性等が必要とされ、特にＮＰＯが実施することが適切であると認められる事業を選定する。

	①　地域に根ざした活動が必要な事業

②　コミュニティビジネスの展開や地域の雇用創出等の効果が期待できる事業

③　ＮＰＯ支援・促進のため象徴的・モデル的に実施することが望ましいと認められる
事業
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